ヘルパー・介護労働者は手をつなごう！！　　　　　　　　　
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4月１６日　厚労委員会　　参考人意見陳述
「賃金が低く親から経済的に自立できない、結婚できない」　
「限られた報酬額、財源がないため職員は非正規採用」　
　厚生労働委員会での参考人意見陳述の抜粋を掲載します。
○　全国福祉保育労働組合中央本部書記次長　　清水俊朗参考人
	今や介護は、これからの社会のあり方を考える上で欠くことのできない一つの要素になっていると思います、それを支える人材、これも同じように大切な問題としてクローズアップされてきています。ところが、実際の介護の職場では、人が集まらないもしくは人が離れていく、こういった人材確保の問題が極めて深刻になっていると言えます。福祉保育人材確保研究会と労働組合・研究者の調査では、職員総数に占める退職者の割合は、大阪の事業所が平均一九・七％、新潟県では一二・三％。厚生労働省の平成十七年の雇用動向調査の全産業で一七・五％、医療、福祉関係で一八・五％、と数字が出ています。離職の理由を見ると、第一が転職のため、第二が健康上の理由となっています。ここからも、介護という仕事から労働者が流出していることがうかがえます。
　　また、賃金に関しては、十五から二十万円の水準におよそ三五・五％ぐらいの人が集中しています。例えば勤続十年未満、比較的若い層ということで見ると、五〇％から六〇％、このくらいの人が大体このくらいの水準にいる。常勤パート労働者に限って見ますと、十万円から二十万円、このランクにほぼ全員が入っているという状況です。
　　特に、若い職員について言いますと、賃金が低いために親から経済的に自立できないとか結婚できない、いわゆるパラサイトシングルという状況も。まさに官製ワーキングプアという実態が生まれていると思っております。
　限られた報酬額の中で必要な職員数を確保しようとすれば、正規職員の賃金では確保できない、非正規職員として採用することにどうしてもなってしまうわけです。その結果、全国の介護職場では非正規の職員が急増しています。本来、福祉や介護の仕事では、例えば、長期休業者の代替の場合の採用ですが、全国の介護職場で進行している事態というのは、本来であれば正規の職員として採用したいけれども、財源がないために非正規、臨時とか嘱託とか、こういう形態で採用せざるを得ない。そのための非正規職員の増加という問題が生まれています。
　　昨年、人材確保指針と言われる基本指針の見直しが十三年ぶりにされました。これを具体的に進め、実効性あるものにしていただくことが何よりも大切だと思っています。ただ、そのためには、介護報酬の大幅な引き上げという問題です。
　　東京都福祉保健局が昨年五月にまとめた介護保険施設に係る介護報酬の地域差等に関する提言では、介護保険施設の報酬額の人件費率が四〇％と設定されていることに対して、東京都内の民間特別養護老人ホームでは平成十五年度で人件費率が七〇・六％に上るという数字が出ています。設定されている四〇％というのは三対一の職員配置を基準に算定されていますが、実際には、介護職だけでなく、施設長や事務やほかの職員も雇うわけです。そうなると、結果として、こういった七〇％を超える人件費をとらざるを得ないという実態が生まれています。
　　次に、引き上げる際の基準の問題、人材確保指針の中では、「適切な給与水準を確保すること。」と明記されています。そして、その給与体系の検討に当たっては、福祉職俸給表を参考にすることとしています。この福祉職俸給表というのは、公務員の福祉職に適用される給与表です。私たちは、この給与表が民間の介護職員にも適用されることが必要だと考えます。そのためには、この俸給表の水準で人件費を算出して、その額を基礎にして報酬単価を組み立てていくべきと思います。
　今回の民主党から提出された特別措置法案では、一定の賃金水準を定め、その水準まで、およそ二万円の賃金を引き上げるという内容です。歓迎できる内容だと思っています。人材確保指針が出てから現在まで何カ月かたっているわけですが、中央福祉人材センターの数字によりますと、この何カ月間の有効求人倍率は一向に改善されていない、むしろ悪くなっている。
　福祉の仕事というのは、とてもやりがいがあるけれども、同時に、常々やめたいとも思う、こういう非常に矛盾した仕事です。例えば福祉の専門の勉強をして資格を取って、この仕事に夢と希望を持って働き出した若い人が、実際に働いてみると、そこで失望をしてその職場を去っていく、今もこういう事態が続いています。
　私たちは、こういった状況をもうこれ以上繰り返さないためにも、人材確保基本指針に書かれている中身を、財政的な裏打ちもしっかりと考えていただいて、実効性のある制度改正をぜひお願いしたい。


○　学習院大学経済学部教授　　遠藤久夫参考人
	座長を務めました介護事業運営の適正化に関する有識者会議は、コムスンの不正事案を契機にして、介護サービス事業者による不正事案の再発を防止して、介護事業を適切に運営するのに必要な措置について検討する目的で、厚生労働省内に設けられた。　第一は、業務管理体制の整備です。コムスンが複数の事業所において不正な手段による指定申請を行うなど組織的な不正行為を行ったことにつきまして、介護サービス事業者としての法令遵守を確保するために、従来は事業所単位の規制だけであったところに、新たに事業者単位の規制として法令遵守を含めた業務管理体制の整備を義務づけることが必要。第二は、監査、指導体制の弾力化について、現行制度では、企業統治の中心である事業者の本部等に立入調査あるいは報告徴収をするということができません。このため、国、都道府県、市町村が事業者の本部等に立入調査を行いまして、法令遵守を含めた業務管理体制に問題があると判明した場合には、事業者に対して是正勧告であるとか命令といった一連のことができるようにする必要がある。
　三つ目のテーマは、不正事業者による処分逃れ対策の一環として、事業所の廃止届の提出を事前届け出としたり、あるいは、監査をしている最中に事業所の廃止届を出すことができないというような仕組みが必要である。
　第四のテーマ連座制につきましては、事業所の指定取り消しがあった場合に、指定更新を拒否できる仕組みは維持した上で、各自治体が、事業者の不正行為への組織的な関与の有無を確認して、みずからの権限として指定更新の可否を判断できるような仕組みに合理化する必要がある。
　第五のテーマは、事業廃止時における利用者へのサービス確保対策については、一義的には事業者の責任において事業移行の態様や規模に応じて必要な措置をとる必要があるが、当該事業者のみでは十分に対応できないという場合につきましては、行政が必要に応じて事業者の実施する措置を支援するというのが妥当なのではないか。このような取り組みを通じまして、国民から信頼される介護保険制度の構築に努められることを期待したいと思います。


○　ＮＰＯ法人高齢社会をよくする女性の会理事長・評論家　樋口恵子参考人　
	　二つの法案が審議されているようでございますが、私どもはぜひ、介護人材確保のための何らかの措置を皆様方にとっていただきたく、お願いする次第でございます。
　「ヘルパーは働いても働いても年収百五十万前後で、典型的なワーキングプアです。時給八百九十円。深夜勤でも千百円。六年以上になりますが、いまだアルバイト扱いで、九時間働いても八時間分の給与です。厚生年金など将来の保証もありません。深夜業は一人で三十人。おむつかえ交換も無手袋。ノロウイルスをうつされ病院にかかっても、自前の国民健康保険なのでオーナーは痛みません。」とざっと羅列してございまして、これは特に地方のひどい例だとは思いますけれども、最後にまた、「百五十万の年収では生きていけません。死を宣告されているようなものです。ヘルパーは現代の奴隷です。志を持って選択した仕事なのに。」などという手紙が届くようになりました。
　介護人材確保のための緊急提言ということで、一部は、介護人材確保にかかわる介護従事者の賃金を一人月額三万円を上乗せする三万円法の提案でございまして、初任給からしてもう五万円の差が開いてしまっている介護人材を確保するためには、本当にちょっとやそっとの値上げでは済まない。今、特に初任給においてせめて三万円賃上げしてほしい。三万円ということは一日千円であります。若い人々にとって、十四、五万の薄給にあえぐ人たちが一日千円のゆとりがあったらどのように人間らしい生活の潤いができるか。地域支援事業費、三％を限度に使ってよいということになっているようでございますが、せめてその二％なり一％を回すことによって介護人材に直接賃上げしてほしい、幾ら何でも我慢にも限度があり、一定の報酬は必要だということで、賃上げというのは最大の問題でございますから、第一に書かせていただきました。
　第二番目に、職場における環境、介護に働く人たちがどんなに孤立しながら働いているかということ。たった一人で夜勤を行うグループホームや特別施設に働く人々、あるいは、たった一人で個人の家庭に入ってさまざまな問題に、非常にまれな例かもしれませんけれども、時には要介護者のセクハラにも耐えながらそこで働かなければならないホームヘルパーの孤立。孤立させるとしたら、それは社会の責任ではないかと思っております。介護というものは党派によるものでは全くございません。人間らしい尊厳を持ちながら一生を完結できる、そんな社会をつくっていただきたいと、ここにお願いするところでございます。医療も崩壊しております。介護も、もはや崩壊と言ってよろしいと思います。介護人材を養成する介護専門学校におきましては、今や本当に人が集まらなくなっております。私どもが常に合い言葉として心に言い聞かせながら活動してまいりました三つの点を述べさせていただきます。一、介護する人が幸せでなかったら、介護される人も幸せになれません。二、人間を介護する人には人間らしい待遇が必要です。三、人間しかしない介護の営みをどう位置づけるかは、その社会の品格のあらわれです。私は、ぜひこの介護人材確保について、この国会におきまして前進させていただきたいと心からお願い申し上げます。


○　日本社会事業大学教授　　村川浩一参考人
	　介護労働者対策につきましては、介護労働者を取り巻く環境として、賃金水準が低い、あるいは、仕事の内容の割には社会的な評価が高くない、むしろ低い評価がなされているといった問題点の指摘もございます。また、介護労働者の現状といたしまして、離職率の高さ、人材確保の困難、養成施設の定員割れ等、安定的な介護人材確保が危惧される状況も指摘されているところでございます。今後の高齢社会を支える介護サービス事業に関しまして、質の高いサービスを安定的に提供すること、介護労働者の処遇向上を図るといったこと、また、介護サービス事業の経営の効率化や、将来を担います中核的な介護労働者の育成、定着率の向上を図るといったことの検討の必要が迫られている。
　民主党提案の法案につきまして、介護労働者に向けまして介護報酬を三％加算する、月額報酬をアップするということで、加算のための財源、単年度でおよそ九百億円というふうに伺っております。私は、民主党の先生方の現場を思いやるハートと申しますか、心情的にはわからないわけでもございません。しかし、介護労働者の人材確保や処遇の改善を図るためには、単に介護報酬の一部手直しということだけで十分なのかどうか、介護労働者をめぐる諸問題の解決には総合的な取り組みが必要ではないか、一つは、介護保険制度は社会保険方式を採用しております。ここで、介護報酬の加算全額について、現行の基本ルールをそのままに、しかし、いわば安易に税財源に頼るということにしてしまった場合、今後、財政上の問題について、例えば、保険料を据え置いて公費で対応せよといったような御意見が際限なく出てしまうというようなことも考えられる。ともに助け合うシステムといいましょうか、利点を持っておりますこの社会保険方式、介護保険の負担と給付の関係を不明確にしてしまうのもいかがなものかという心配がございます。
　二点目は、事業所間に格差を生じないかという懸念、事業所の一部に事実上加算をなさる提案ですが、仮に、ある事業所の平均賃金が基準額を下回った場合、当該事業所で働く労働者の賃金は上がらず、いわば取り残されることになります。そういたしますと、経営基盤の弱い事業所などではむしろ救われないといった結果を生じてしまう懸念もございます。
　また、三点目といたしまして、今回の御提案と事業所等における雇用契約の関係、仮に、民主党さんの案の認定事業所におきまして、この加算措置という事柄が介護労働者の賃金二万円引き上げということに直結できるのかどうか、そういう保証がとれるのかどうか、そんな懸念もある。　単年度で九百億円という財源の確保、これは財政、予算制度上、可能なのかどうか、システム上の不安、そういった心配もございます。大切な公費の投入という事項は、真剣にまた慎重に御議論いただくということではないだろうか。高齢者介護を初め子育て支援、障害者福祉、基礎年金、その他さまざまな分野で公費投入が必要不可欠という状況も見られる。先生方の問題提起としての意味を理解いたすものでございますが、制度設計上の事柄から賛同しかねる。


【各団体の取り組みより】
○　医労連が介護・福祉労働者の実態調査
　医労連は四月十四日、介護・福祉労働者の労働実態調査（中間報告）を発表。調査は、昨年十二月から今年三月にかけて実施し約六千八百枚を回収した。仕事を辞めたいと思ったことがあるかどうかでは、「いつも」「しばしば」「時々」をあわせて五五％が辞めたいと思ったことがある。その理由で最も多いのは「賃金が安い」の五〇％。「忙しすぎる」（四五％）が続いている。介護・福祉の仕事をしていくうえでの不安をたずねたところ、将来の生活不安と健康面の不安の二つが飛びぬけて多かった。今回の調査結果を踏まえ、今夏の大会で介護・福祉労働者の要求や組織化を含めた運動方針を確立する。

○　介護現場の労働条件の改善を訴える集会
集会は「高齢社会をよくする女性の会」、ＵＩゼンセン同盟日本介護クラフトユニオン、東京介護福祉労働組合（東京自治労連）など六団体による実行委員会の主催で、労組や団体の枠を超えて介護現場の労働条件の改善を訴える集会が、四月十五日東京で開かれた。
介護労働者、事業主、利用者ら二百五十人が参加。介護報酬の引き上げなど、国の責任による早急な解決を求める声が相次いで出された。会場は立ち見の参加者であふれ、改善策をアピールする国会議員らの発言に声援が送られた。
二度にわたる介護報酬の切り下げなどによって、介護労働者の賃金は全労働者平均の約六割の水準で低迷、これが高い離職率と過重労働という悪循環を招いている。今後十年間で四十～六十万人の介護の担い手が必要といわれるなか、人材不足は介護保険制度の根幹を揺るがす問題と指摘される。
　与党の井上信治衆院議員（自民）、古屋範子衆院議員（公明）が待遇改善が必要と発言した。 野党からは民主党の山井和則衆院議員が「財源はある。介護労働者の賃上げを党派を超えて行なうべき」、日本共産党の高橋千鶴子衆院議員は「イージス艦二隻分の予算で一人三万円の賃上げは可能」、社民党の阿部知子衆院議員は「ワーキングプアの解消を。（適切な給与水準の確保を求めた）指針の法制化が必要」と強調した。
　利用者・家族も訴え「グループホームでいい職員さんに出会えてもすぐに人が変わる。認知症へのケアは専門性が必要。一生かかわれる仕事になるよう改善してほしいというのは家族の願い」と、認知症の高齢者を抱える家族は語った。事業者や車いすに乗った利用者らも制度の改善は「待ったなし」と訴えた。
　「二十一、二歳の女性職員が働き始めて半年で生理が止まったという話をよく聞く」と述べたのは東京介護福祉労組の清沢聖子書記長。都内にある新型特養（個室型施設）で働く男性は「十八人を一人でみている。トイレにも行けない。入浴介護は週二回がやっと。ほとんどがサービス残業」と述べ、人員配置基準の改善や人出不足の解消を訴えた。

○　広島県労連　介護福祉労働者連絡会が、ヘルパー労働相談（３月８日）
３月８日に実施の「ヘルパー労働相談」は今年で２回目。
この日は９件の相談があり、幹事のみんなは労働相談員の方から研修を受け、ドキドキで電話をとりました。昨年は「駐車許可」についての相談が多く、その後広島県警、広島県に要請に行きました。その影響もあってか県のパンフレットに「駐車許可方法」について文書が掲載されました。
今年は、「キャンセルがあった場合、賃金保障がない」「利用者宅から利用者宅への移動時間が労働時間に算定されてなく、移動費がまったく出ない」「県北なので車での移動で１時間のサービスのために１時間半かけていくこともある。
ガソリン代が出ず、負担が大きく困っている」どの相談がありました。
連絡会では、この内容をもとに、４月に広島県に要請に行く予定にしています。




































